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第 2 章 マーシャル国電力・エネルギーセクター概況 

2.1 社会・経済の概況 

2.1.1 政治情勢 

(1) 政治の歴史的背景 

「マ」国は、パラオ国、ミクロネシア連邦国、北マリアナ諸島とともに、1947 年に国連の承認を得

て、米国の信託統治領となった。その後 1982 年に、米国との自由連合盟約(Compact of Free 

Association)2が締結され、1986 年に米国との自由連合盟約国として独立した。この盟約では、「マ」

国の自治権を認め、米国との相互義務関係を規定している。本盟約において、「マ」国は米国から①

経済援助と②「マ」国民の米国内での居住権(永住権ではない)および就業権を与えられ、代わりに防

衛および安全保障にかかる権限と責任を米国に引き渡している(米国による「マ」国内にある米軍基

地の使用、および第三国の米軍基地への立入の禁止)。1991 年には国連加盟を果たすなど、国際社会

の中で独立国としての立場を確立している。 

2.1.2 社会情勢 

(1) 人口 

「マ」国の総人口は、統計として も新しい1999 年の統計値では50,840人であり、年平均人口増

加率は1.6％、全人口の約68％は首都Majuro環礁およびクワジェリン環礁に集中している。その他の

人口(32％)は離島(Outer Islands)に広く分布している。なお、非公式版として入手した2011年の統計

値によると、総人口53,158人、平均人口増加率0.4%、全人口の約74%が首都Majuro環礁およびEbeye

島(クワジェリン環礁の一部)に集中している。 

表2.1.2-1 「マ」国の人口、面積(2011年度国勢調査、非公式) 

＊黄色網掛け部は本調査対象地域を示す。 

2.1.3 経済情勢 

他のミクロネシア地域諸国同様に、コンパクトからの財政援助と米軍基地関連収入が同国の経済を

支えている。2006年においてはGNIでは31％、そして政府歳入では62％が米国等からの財政援助で

占められており、年間予算の規模はドナーなどからの財政支援の規模に大きく依存している。マーシ

                                                  
2 当事国同士では、単に Compact(コンパクト)と呼ばれる。コンパクトはその後 2004 年に改訂され、2023 年まで有効な改訂自由

連合盟約(第二次コンパクト)が締結された。 

Atoll 
Island 人口 1999年との 

比較(%) 
面積 
(km2) 

人口密度
(/km2)

Atoll
Island 人口 1999年との 

比較(%) 
面積 
(km2) 

人口密度
(/km2)

Marshall 
Islands 53,158 0.4 181.5 293   
Ailinglaplap 1,729 -1.1 14.7 118 Lib 98 0.4 0.9 166
Ailuk 513 -3.5 5.4 63 Likiep 481 -2.3 10.3 39
Arno 1,794 -1.2 12.9 139 Majuro 27,797 1.4 9.7 2,862
Aur 499 -0.6 5.6 89 Maloelap 682 -1.9 9.8 70
Bikini 9 -3.1 6.0 2 Mejit 348 -1.5 1.9 187
Ebon 706 -2.1 5.7 123 Mili 738 -2.8 15.9 46
Enewetak 664 -2.1 5.9 114 Namdrik 508 -3.5 2.8 193
Jabat 84 -1.0 0.6 148 Namu 780 -1.2 6.3 124
Jaluit 1,788 0.6 11.3 158 Rongelap 79 12.1 8.0 10.0
Kili 548 -2.9 0.9 588 Ujae 364 -1.6 1.9 195
Kwajalein 6,624 0.4 16.4 696 Ujelang - - 1.7 -
Lae 237 0.6 1.5 239 Utirik 435 0.0 2.4 179
Lib 98 0.4 0.9 166 Wotje 859 -0.1 8.18 105
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ャル諸島共和国は自国の通貨を持たず、米ドルを利用しているため、海外為替の変動に影響されるこ

とがない。 

2011年の世界銀行の統計によれば、一人当たりのGNIは3,910ドル、経済成長率は5.0％、物価上昇

率は1.5％となっている。 

2.2 エネルギーセクターの概況 

2.2.1 エネルギー全般 

「マ」国のエネルギー政策は資源開発省(MRD：Ministry of Resources and Development)が管轄

している。MRD には、農業、貿易投資、エネルギー計画、財務等の各部局が設置されており、エネ

ルギー計画局 (EPD: Energy Planning Division) がエネルギーの導入、利用、促進、再生可能エネ

ルギーおよび省エネルギーの推進を担当している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1-1 MRD 組織図 
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Energy Action Plan)」を作成し、以下項目を目標に掲げている。 

① 2015 年までに都市部で 100%、離島で 95%の世帯電化(2009 年時点、Majuro 島で 93%の世帯

電化) 

② 2020 年までにエネルギーの 20%を再生可能エネルギーでの供給(2009 年時点約 6%) 

③ 2020 年までにエネルギー効率を、家庭とビジネスにおいて 50%、政府系ビルにおいて 75%向上 

④ 2015 年までに MEC における供給側ロスを 20%削減 

2.3 電力セクターの概要 

2.3.1 政策および法・規制 

電力法(Electric Power Act)は存在しないが、MEC 条例(MEC Regulations)というものがあり、そ

れにより1984年に基本定款と付属定款(何度か改訂されている)が定められて設立された100%国営の

電力会社 MEC が、Majuro を独占的供給エリアとしてもつことが認められている。MEC は、Majuro

だけでなく、Wotje、Jaluit における発電と送配電も担う唯一のユーティリティ会社であり、離島な

どの遠隔地における RE 設備の設置・運用・保守についても、EPD と密接に協働している。Ebeye

においては、MEC の子会社である KAJUR(Kwajalein Atoll Joint Utilities Resources Inc)が地方政

府と協力して発電・送配電事業を行なっている。 

MEC は、都市部への電力供給だけでなく、燃料輸入・備蓄、船舶等への燃料補給、離島部の SHS

プログラムも MEC の責任であり、「マ」国において非常に重要な組織となっている。 

2.3.2 MRD および MEC の長期電源開発計画、送電計画 

離島部の未電化地域を SHS により電化していくというニーズは大きいものの、ディーゼル発電と

送配電系統により供給されている、Majuro、Jaluit、Wotje、Ebeye の 4 島では、電力需要は低下傾

向にある。現在のところ、新たな発電所建設のニーズは小さく、未電化地域を電化していくために電

力系統の送電網を拡大発展させていくという必要性も小さい。   

輸入される一次エネルギーの消費量増大に直結する既存系統設備の増強よりも、「国家エネルギ

ー政策および行動計画」で示された電化率、再生可能エネルギー比率、エネルギー効率などの向上と

供給ロス削減が大きな課題となっている。この中でも再生可能エネルギーによる発電量を大きくする

ことはディーゼルの燃料油焚き減らしに直結するため、重要なポイントとなっている。 

一方、供給ロスの削減に関しては、配電設備では、需要の縮減から負荷率の低下による、比率と

しての供給ロス増大が起こっており、対策が必要となっている。 

発電設備については、2006 年に発生した火災により損傷した 3 号機、4 号機、並びに 2014 年 4

月に発電機ロータ折損により重故障を起こした 7 号機の復旧と、発電所内のロス削減のための発電機

リハビリや補機類のエネルギー効率向上などが求められている。 

2.3.3 MEC の財務状況 
2012 年会計年度では、約 1,000 万ドルの赤字である。MEC は電気事業だけでなく燃料油販売や

水道関係の事業も有しているが、電気事業に関しては約 78 万ドルの赤字となっている。 

2.3.4 電気料金と補助金 
 電気料金は、MEC と内閣、大統領により決定される。これに関して MRD は役割や責任を保有し
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表 2.3.4-2
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-1 に示すよ

Jaluit 環礁の

の電気料金で

  表 2.3.

、政府 0.50

Wh と、非常

以前(2005 年

格のままであ

販売電力量に

通設備コスト

ある。政府

いる。 

Majuro、J

RD/MEC が推

Notes  Date of Increa

1 1‐Jan

2 1‐Sep

3 1‐Nov

   1‐Jul
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4 1‐Jan

5 1‐Jun

6 1‐Jul

7 1‐Dec

8 1‐Mar
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   1‐Jun

   1‐Nov

   1‐Jan

9 1‐Feb

   1‐May

   1‐Jan

   1‐Feb

   1‐Apr

   1‐Apr

    1‐Dec

Notes    

1

2

3

4

5

6

7

8

9 Cabinet app

Half $0.025 f

First increas

First increas

Increase 1 J

Increase 1 J

Increase 1 D

‐ Balance of

This increase

This increase

うに、ディー

の発電所と、

で価格設定を

.4-2 MEC

0$/kWh、商

に高いものに

年 9 月以前)の

ある。 

に対して燃料

ト 0.027$/kW

・商業はかろ

Jaluit、Wotj

推進している

ase  From  To 

n‐05    $0.

p‐05 $0.18 $0.

v‐05 $0.21 $0.

l‐06 $0.23 $0.

t‐06 $0.25 $0.

n‐07 $0.26 $0.

n‐07 $0.28 $0.

l‐07 $0.29 $0.

c‐07 $0.30 $0.

r‐08 $0.35 $0.

r‐08 $0.35 $0.

n‐08 $0.40 $0.

v‐08 $0.48 $0.

n‐09 $0.40 $0.

b‐10 $0.31 $0.

y‐10 $0.37 $0.

n‐11 $0.39 $0.

b‐11 $0.42 $0.

r‐11   $0.428  $0.4

r‐12   $0.488  $0.5

c‐14   $0.500 0.4

     

roved revised tariff

for Res & Life Line 

e using the automa

e using the revised

une 2007 

uly 2007 

December 2007. Ful

f $0.025 to pass on t

Government 

e was approved by 

e was approved by 

ーゼル燃料の

子会社の K

行っている。

電気料金制度

業 0.49$/kW

になっている

の約 2.4 倍と

料費 0.296$

Wh、減価償却

ろうじて黒字

je、Ebeye の

る SHS に頼

From  To 

18    $0.

21 $0.18 $0.

23 $0.21 $0.

25 $0.23 $0.

26 $0.25 $0.

28 $0.26 $0.

29 $0.27 $0.

30 $0.28 $0.

35 $0.29 $0.3

35 $0.34 $0.3

40 $0.34 $0.3

48 $0.39 $0.4

40 $0.47 $0.3

31 $0.39 $0.3

37 $0.30 $0.3

39 $0.36 $0.3

42 $0.38 $0.4

43 $0.41 $0.4

488 $0.418   $0.4

500 $0.478   $0.4

416 $0.490   0.4

     

f template 

atic tariff template 

d automatic tariff te

l flow on of Templa

to Residential and L

   Commercial  

Cabinet before the

Cabinet before the

の輸入価格に

KAJUR を通

。 

度の変遷 

Wh、民生 0.

る。この価格

となっており

$/kWh、発電

却等が 0.035

字だが、住宅

の 4 カ所しか

頼っている。

From  To 

18 $0.12 $0.14

21 $0.14 $0.15

23 $0.15 $0.17

25 $0.17 $0.19

26 $0.19 $0.20

27 $0.20 $0.21

28 $0.21 $0.22

29 $0.22 $0.23

34 $0.23 $0.26

34 $0.26 $0.28

39 $0.28 $0.33

47 $0.33 $0.41

39 $0.41 $0.33

30 $0.33 $0.24

36 $0.24 $0.30

38 $0.30 $0.32

41 $0.32 $0.35

42 $0.35 $0.36

478 $0.36   $0.41

490 $0.42   $0.43

406 $0.43 0.34

     

mplate 

ate $0.05 for Gov & 

Life Line 1 Jan 2008 

 Residential  

e tariff template wa

e tariff template wa

に基づいて

通して Ebye

43$/kWh、

格は、MEC

、2014 年

電所コスト

5$/kWh と

宅用(ライフ

かない。他

 

From  To

4 $0.12 $0.13

5 $0.13 $0.14

7 $0.14 $0.16

9 $0.16 $0.18

0 $0.18 $0.19

1 $0.19 $0.19

2 $0.19 $0.20

3 $0.20 $0.21

6 $0.21 $0.24

8 $0.24 $0.26

3 $0.26 $0.31

1 $0.31 $0.39

3 $0.39 $0.31

4 $0.31 $0.22

0 $0.22 $0.28

2 $0.28 $0.30

5 $0.30 $0.33

6 $0.33 $0.34

18   $0.338 $0.40

30   $0.398 $0.41

46 0.41 $0.33

  

Com. 

 Life Line

as introduced 

as introduced 



(1) Maju

Majuro

No.2)があ

全ての電力

ユニット数

Majuro 発

節でも前述

ユニット

機は 2006

７号機に至

折損による

何れも未だ

(a) 発電

既存発

している

力可能と

現段階の

が故障停

MEC

需給バラ

MEC 
S

E

G
E

N
E

R
A

T
O

R
 D

E
T

A
IL

S
 

E

E
M
E
S
N
N
R
M
(k

S

F

Y
IN
 

A
L

T
E

R
N

A
T

O
R

 
D

E
T

A
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S
 

M

T

M

S

V

uro 発電所 

o 環礁には、

あり、両者と

力供給を賄っ

数は、Maju

発電所 No.2

述したが、M

5 台の内の 2

6 年に発生し

至っては、2

る重故障によ

だ復旧に至っ

電機容量 

発電機の総容

ることと、老

とする総容量

の電力需要 8

停止した場合

C は、2015 年

ランス的に綱

Substation 

Engine# 

ENGINE MAKE 

ENEGINE 
MODEL 
ENEGINE 
SERIAL 
NUMBER 
NAME PLATE 
RATING(kW) 
Maximum output 
kW) 

SPEED(RPM) 

FUEL TYPE 

YEAR 
NSTALLED 

MAKE 

TYPE 

MODEL NO. 

SERIAL NO. 

VOLTAGE(V) 

備考 

首都 Majur

もディーゼル

っている。そ

ro 発電所 N

2 が 2 台であ

Majuro 発電

2 台、3 号機

した火災によ

2014 年 4 月

より停止状態

っていない。

容量は 22.8M

老朽化した発

量は 11.4MW

8MW～7MW

合、電力需要

年 3 月に 7

綱渡り運用と

表 2.3.5-1

1

Pielistick 

10PC2VMK2 

18191 

3,275

1,200 

450

Diesel 

1982

BRUSH 

Brushless 

31846A4G 

31846-1G 

13,800

 

ro の Uliga 地

ル発電機で

それぞれの

No.1 が 5 台

ある。2.4.2

電所 No.1 の

機及び 4 号

より損傷、 

にロータ 

態にある。

     

MW(3,4 号機

発電機が多く

W である。近

W に対し、現

要に対する供

号機の補修を

となる。 

1 Majuro 発

 2

Pielistick

10PC2VMK2

18192 

5 3,275

1,500

0 450

Diesel 

2 1982

BRUSH 

Brushless

31846A5G

31846-2G

0 13,800

 

要約 8 

地区に、隣

の 

     

機除く)である

、各機とも

近年電気料金

現状におけ

供給力が追い

を実施する予

発電所 No.
Station NO.1

3

Pielistick 

10PC2VMK3

18193 

3,275

- 

450

Diesel 

1982

BRUSH 

Brushless 

31846A6G 

31846-1G 

13,800

⽕災故障 

Power S

り合った 2 つ

  図 2.3.

るが、現在

に出力制限

金の高騰等に

るユニット構

い付かない状

予定としてい

1、No.2 発

1 
4

Pielistick 

10PC2VMK4

18194 

3,275

- 

450

Diesel 

1982

BRUSH 

Brushless 

31846A7G 

31846-2G 

13,800

⽕災故障 

Station No.2

つの発電所(

5-1 Majur

7 号機が発電

が設けられて

より電力需要

構成では、ベ

状態となって

いるが、7 号

発電機仕様 

5

Caterpiller

3616 

1P00048 

3,485

2,700

720

Diesel 

1992

KATO 

Brushless 

A25247 

98350 

13,800

 

Power Sta

(Majuro 発電

ro 発電所 

電機重故障に

ているため、

要が減少傾向

ベース機であ

いる。 

号機が復旧す

Station 
6 

Deutz 

BV16M640 

16010114 

6,400 

6,000 

600 

Diesel 

1999 

DEUTZ 

Brushless 

1120LP12 

455-9308 

13,800 

ベース機 
(2

ation No.1 

電所 No.1、

により停止

、実際に出

向にあるが、

ある 6 号機

するまでは、

NO.2 
7

Deutz 

BV16M640 

16010115 

6,400

- 

600

Diesel 

1999

DEUTZ 

Brushless 

1120LP12 

455-9309 

13,800

発電機 
重故障 

2015 年 3 ⽉
に修繕予定)



(b) 送電

Maju

ーダー1

送電電

に降圧し

4,160V

いる。フ

事故の波

いる。低

または

現在、

今後更新

送電ロ

負荷容量

大により

(2) Wotje

 Wotje 環

を行ってい

のディーゼ

 系統負荷

期間となる

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

電設備 

uro の電力系

1 は発電所か

電圧について

し送電してい

に降圧し、

フィーダー3

波及防止、又

低圧需要家へ

3 相 4 線 20

、既設の送電

新する必要に

ロスについて

量に対する変

り年々増加傾

e 発電所 

環礁には 1 ヵ

いる。発電所

ゼル発電機が

荷については

る 6 月から 8

0
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系統は、発電

から南西方面

てはWoja地

いる。フィー

Jenrok 地区

3 については

又はメンテナ

への配電につ

08V/120V に

電設備は、建

に迫られてい

ては、約 18%

変圧器容量が

傾向にある。

ヵ所の発電所

所は 2002 年

が 2 台となっ

は、年間の

8 月にかけて

図 2

2013年2月 2013年3月

W

所から 13,8

面へ延線され

地区まで 13,8

ーダー2 につい

区、Rita 地区

は地中送電線

ナンス時の電

ついては、柱

に変圧され供

建設から 30

いる。 

%となってい

が、年々相対

 

所が既設され

8 月に台湾の

っている。

大が約 120

ては負荷が 4

2.3.5-2 Wo

2013年4月 2013年5月

Wot

Wotje 発電所

要約 9 

800V の 3 本

れ、空港以降

800V送電と

いては市中を

区、さらには

線にて Uliga

電源解放のた

柱上変圧器、

供給されてい

年以上を経

いる。この値

対的に過大と

れており、本

の援助によ

0kW で、代

40～60kW に

 

otje 年間系統

2013年6月 2013年7月 2

tje Demand for 

所

本のフィーダ

降は地中化され

し、Laura地

を通り北方面

は海底ケーブ

地区の市中

めの VCB(真

若しくは地

る。 

経過している

値は、系統負

なってきて

本発電所にて

り建設されて

代表的な大規模

に下がる傾向

Engine# 

ENGINE MAK

ENGINE MOD

NAME PLATE

Maximum outp

SPEED(RPM)

YEAR INSTAL

Governor Cont

Synchronous ca

統負荷(2013

2013年8月 2013年9月 20

2013

表 2.3.5-

ーで送電され

れている。 

地区ではLau

面へ延線され

ブルを介して

に送電してい

真空遮断器)が

地上設置型変圧

ものが殆どで

荷が減少に転

おり、それに

島の電力需要

ており、既設

模需要家とす

向にある。 

KE 

DEL 

ERATING(kW) 

put (kW) 

LLED 

rol 

apability 

3 年) 

013年10月 2013年11月 20

-2 Wotje 発

れている。そ

ura変電所に

れ、Jenrok 変

て Ejit 島まで

いる。送電線

が 7 箇所に設

圧器にて単相

であり、老朽

転じている現

に伴う変圧器

要世帯全てへ

設する発電機

する高等学校

1 

Wartsila 

UD25 

275 

275 

1200 

2003 

Isochronous 

Unavailable 

013年12月

発電所 発電

その内フィ

にて 4,160V

変電所にて

で送電して

線には系統

設置されて

相 208V、

朽化に伴い

現在、需要

器ロスの増

へ電力供給

機は 275kW

校が夏休み

2

Wartsila 

UD25 

275

275

1200

2003

Isochronous

Unavailable

電機仕様



(a) 配電

Wotje

圧し、地

配電線を

(3) Jalui

 Jaluit 環

を行ってい

統負荷につ

となる 6 月

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 配電

Jalui

圧し、架

柱上変圧

(4) Ebey

 Ebeye 島

れた1ヵ所

が行ってい

 

電設備 

e 発電所で発

地中埋設され

を立ち上げ受

it 発電所 

環礁には 1 ヵ

いる。発電所

ついては、年

月から 8 月に

電設備 

it 発電所で発

架空配電線に

圧器にて降圧

ye 発電所 

島は Kwajal

所の発電所に

いる。 

0
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発電された電

れた主要配電

受電している

ヵ所の発電所

所は建設から

年間の 大が

にかけては負

発電された電

にて各地区へ

圧して供給さ

lein 環礁内の

にて電力供給

3年2月 2013年3月 20

電力は、発電

電線にて各地

る地上設置型

所が既設され

ら 20 年以上

が約 140kW

負荷が 50～8

図 2.3.5-3

電力は、発電

へ供給されて

されている。

の一つの島で

給を行ってい

013年4月 2013年5月 2

Jalui

Jaluit 発

要約 10

電所敷地内に

地区へ供給さ

型変圧器から

れており、本

上経過してお

で、代表的

80kW に下が
 
 

 
Jaluit 年間

電所敷地内に

ている。各需

 

である。砂浜

いる。電力系統

2013年6月 2013年7月

it Demand for 

発電所

に設置された

れている。

ら架空電線に

本発電所にて

り、多くの設

な大規模需要

がる傾向にあ

Engine# 

ENGINE MA

ENGINE MO

NAME 

PLATERATI

Maximum ou

SPEED(RPM

YEAR INSTA

Governor Co

Synchronous

間系統負荷

に設置された

需要家の電力

浜で陸続きの

統の運営管理

2013年8月 2013年9月

2013

表 2.3.5

変圧器で 48

各需要家の電

て行われて

島の電力需要

設備は古いも

要家とする高

ある。 

AKE 

ODEL 

ING(kW) 

utput (kW) 

M) 

ALLED 

ntrol 

s capability 

変圧器で 48

供給は、地上

の周辺の島ま

理はMECの

2013年10月 2013年11月

5-3 Jaluit

80V から 4,1

電力引き込み

いる。 

要世帯全てへ

ものとなって

高等学校が夏

1 

Wartsila 

UD25 

300 

300 

1200 

1993 

Droop 

Unavailable 

80V から 4,1

上設置型変圧

まで Ebeye 島

子会社であ

月 2013年12月

発電所 発

160V へ昇

みは、地中

へ電力供給

ている。系

夏休み期間

2

Wartsila 

UD25 

300

300

1200

1993

Droop 

Unavailable

160V へ昇

圧器、又は

島に既設さ

るKAJUR

電機仕様



(a) 発電

発電所

廃止され

Ebeye 発

台とも同

ている。

常に 2 台

 

 

 

 

(b) 配電

Ebey

置された

各地区へ

て供給さ

電力供

Ebey

 

 

 

 

 

1

1

2

2

3

D
e
m
a
n
d
 [
kW

]
電設備 

所敷地内には

れた発電機が

発電所には新

同型式、同定

島の需要規

台の発電機で

     

電設備 

ye の電力系統

た変圧器で 4

へ供給されて

されている。

供給を受けて

ye においても

0

500

000

500

000

500

000

2013年1月 2013年2月

は旧発電所建

が現在も残さ

新発電所建屋

定格容量であ

規模が概ね 2

での運用とな

     

統は 2 フィー

480V から 1

ている。各需

 

ている世帯数

も Majuro 同

月 2013年3月 2013年

Ebeye

建屋と新発電

されている。表

屋に定格容量

ある。以前は

2,000kW 前後

なっている。

     

図 2.3.5-4

ーダーで形成

13,8kV へ昇圧

需要家の電力

数は約 1,200

同様プリペイ

年4月 2013年5月 201

Ebeye

e 発電所

要約 11

電所建屋が隣

表 2.3.5-4 に

量 1,286kW の

は 4 台であっ

後であるこ

 

     

Engine#

ENGINE 

ENGINE 

NAME PL

Maximum

SPEED(R

YEAR IN

Governor 

Synchron

 

 

 

 

 

 

 

4 Ebeye 年

成される。発

圧し、各フ

力供給は、地

0 世帯である

イド式のメー

13年6月 2013年7月

 Demand for 

隣接して建設

に Ebeye 発電

のディーゼル

ったが、1 台

とから、系統

表 2.3.5-4

MAKE 

MODEL 

LATERATING(kW

m output (kW) 

RPM) 

STALLED 

Control 

ous capability 

年間系統負荷

発電所で発電

ィーダーの架

地上設置型変

る。 

ーターが採用

2013年8月 2013年9月

2013

設されており

電所の発電設

ル発電機が 3

(1 号機)は故

統事故による

Ebeye 発電

Cummins

－ 

W) 1,28

1,28

1,80

－ 

Isochronou

Available

荷 

電された電力

架空配電線、

圧器、又は柱

されている。

月 2013年10月 2013年

、旧発電所

設備の主な仕

3 台既設され

故障により廃

る負荷脱落が

電設備一覧 
2 3

s Cummins 

－ 

86 1,286

86 1,286

00 1,800

－ 

us Isochronous

e Available 

は、発電所敷

または地中

柱上変圧器に

。 

11月 2013年12月

所建屋には、

仕様を示す。

れている。3

廃止となっ

がない限り

3 4

Cummins 

－ 

6 1,286

6 1,286

0 1,800

－ 

s Isochronous

Available 

敷地内に設

中配線にて

にて降圧し



要約 12 

第 3 章 調査結果 

 本プロジェクトの業務項目とする「再生可能エネルギー導入のための法制度整備支援」、「配電網に

接続される再生可能エネルギー発電の許容量評価手法技術支援」、「PV ディーゼル・ハイブリッド発

電設備の計画・設計支援」、「発電所の運用改善によるプラント効率改善」に関する調査結果を以下に

示す。 

3.1 再生可能エネルギー導入のための法制度整備支援 

「マ」国 RE 促進普及のための法制度整備支援として、C/P との協働のもと、主として分散型電源の

系統連系ガイドラインの原案策定と、FIT 制度の検討を実施した。 

3.1.1 工程と留意事項 

 各ミッションでの検討・調査内容を表 3.1.1-1 に示す。 

表 3.1.1-1 各ミッションでの作業内容 
ミッション CG−WG FIT-WG

2014 年 1 月 
・離島も含めた設備調査
・基礎事項の学習 
・他国事例の紹介・検討 

・支援策の種類
・FIT 基礎事項の学習 
・他国事例の紹介・検討 

2014 年 6 月 ・設備/需用家調査 
・電力品質、安全に係る討議 

・FIT シミュレータを使った検討 
・MEC にとっての影響分析 

2014 年 8 月 
・設備/需用家調査 
・保護協調に関する討議 
・原案作成 

・FIT 活用における課題(原資)と可能性に係る討議

2014 年 11 月 ・ 終報告と Q&A 
・公開シンポジウム 

 各検討においては、以下の事項に注意して行なった。 

① 島嶼国であり、電力系統が小規模系統であること 

② 系統電力が高価であるため、特にインセンティブを設けなくても民間活力による再生可能エ

ネルギー設置が進む可能性があること 

③ 経済が停滞気味で、現状ではエネルギー需要増が見込めないこと 

3.1.2 基本方針 

 討議を経て定められた基本的な方針を以下にまとめる。 

(1) 系統連系ガイドライン 

 「マ」国電力設備の工業基準は、米国 NEC/IEEE である。系統連系ガイドラインは IEEE1547

をベースとすべきであり、これを参照しているハワイ電力の系統連系ガイドライン(Rule 14)を

ベースとする。 

 第一段階として、Majuro 本島での太陽光発電設備のみを対象として想定する。 

 全ての需用家は低圧で供給を受けているため、連系は低圧配電線のみとし、1 ヵ所当りの再大

容量は暫定的に 30kW6とする。 

 住宅での設置は基本的に逆潮流なし、商業・政府セクターでは少量であれば余剰分の逆潮を認

めることとする。 

                                                  
6 ハワイ電力では 30kW を越える設備については Utility Grade の仕様を求めている。 
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3.1.4 「マ」国 RE 促進普及のための法制度整備支援 

3.1.4.1 FIT 検討の前に 

 FIT は固定価格買取制度であり、正確には自家消費分の電力の取り扱いによって大きく以下の二つ

があるが、全量買取制度の意で用いられることも多い。 

① 全量買取：発電した電力は一旦全て系統側に買い取られ、自家消費電力は別途系統電力を買 

って賄う。ドイツ等で一般的な方式である。 

② 余剰買取：自家消費分を除いた余剰分の電力が買い取り対象となる。即ち、自家消費分は、 

系統電力と同じ価値となる。 

 買取価格が電気料金よりも安いと、設置者は自家消費した方が得なため、全量買取は成立しづらい。

多くの先進国の FIT 価格は電気料金よりも高めの設定となっており、いわば規模を問わず IPP を推

進するものとなっている。しかし、島嶼国においては電気料金が高いため、電気料金より高い FIT 価

格だと、資金力のある者(多くの場合海外資本)が単に投資のためだけに参入(IPP)してくる可能性も大

きい。人口が多く系統規模が大きいなら、RE 推進を加速するために、そのような海外資本による IPP

もある程度容認できる面もある。しかしながら、「マ」国のような島嶼国、小系統規模の場合、電気

料金以下の価格で売電しても PV 設置の投資回収が可能となる場合があり、買電価格が電気料金以上

だと国富の流出になりかねないし、公平性の点でも課題を残す。 

 具体例を示すと、「マ」国の 近の実例である CMI の 54kW 新システムは、約 20 万ドルの設置費

用であり、電気料金より 10c 安い 40c/kWh の買取でも、12 年間で投資回収可能となる13。20 年間の

IRR は 10.25%、ROI は 16.1%である。電気料金よりも高い買電価格であれば設置者にとって非常に

メリットのある案件となる。しかしそうでないなら、当然ながら系統側に売電するよりも自家消費し

た方がはるかに得である。つまり、「マ」国においては電気料金よりも高い FIT 価格設定で全量買取

を行なうことは現実的ではなく、余剰電力買取でその買取価格も電気料金より低くすべきである。 

具体例を示すと、「マ」国の 近の実例である CMI の 54kW 新システムは、約 20 万ドルの設置費

用であり、電気料金より 10c 安い 40c/kWh の買取でも、12 年間で投資回収可能となる14。20 年間の

IRR は 10.25%、ROI は 16.1%である。電気料金よりも高い買電価格であれば設置者にとって非常に

メリットのある案件となる。しかしそうでないなら、当然ながら系統側に売電するよりも自家消費し

た方がはるかに得である。つまり、「マ」国においては電気料金よりも高い FIT 価格設定で全量買取

を行なうことは現実的ではなく、余剰電力買取でその買取価格も電気料金より低くすべきである。実

際に、フィジーやクック諸島では電気料金以下の価格が報道されている。 

 民間による RE 促進にためのインセンティブとしてさらに考えられる案には、正確には FIT とは言

えないが、逆潮流の有無を問わず発電量に対して対価を支払うことである。この対価は余剰電力に対

するものよりは小さくなるが、全量自家消費をする者にとっても支援が提供されるため、本プロジェ

クトでは一つの候補案として検討した。 

3.1.4.2 FIT シミュレータ 

 「マ」国側の FIT に関する理解を深めるために、Excel でシミュレータを開発・提供した。これを

用いると、初期投資、電気料金、FIT 価格・期間などの入力パラメータを変化させて、投資者(PV 設

                                                  
13 割引率は 6%と仮定。 
14 割引率は 6%と仮定。 
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3.2 配電網に接続される再生可能エネルギー発電の許容量評価 

太陽光発電や風力発電に代表される再生可能エネルギー(RE)は気候に影響されるがゆえに一定出

力を確保することが困難であり、また、必要量の電力を制御(同時同量制御)することも難しい。  不

安定な電源の活用により、系統電圧の不安定性や周波数変動が発生し停電リスクが高まるため、再生

可能エネルギーの促進普及には慎重な検討が必要である。 

「マ」国の電力系統は小規模単独系統であるため、緊急時や非常時に他の電力系統からのバックア

ップが一切望めない系統である。このような系統に大量の再生可能エネルギーが導入されると系統電

圧や電力潮流の変動以外にも周波数変動が顕在化する可能性が高いため、細やかな周期での電力需給

バランス管理を必要とする。従って、再生可能エネルギー大量導入のもとで需給運用を安定的に実施

するには再生可能エネルギーの需給予測技術や高速に充放電する蓄電システムなどが必須となる。し

かし、これらのシステムは高価なシステムであるので、資金力に乏しい島嶼地域への適応は困難だと

いえる。「マ」国のような小規模単独系統の島嶼地域に経済的な要素も含めて再生可能エネルギーの

導入を促進していくには、あらかじめ安定的に需給運用できる再生可能エネルギーの導入閾値を押さ

えておく必要があり、さらに限界値を超えそうになった時点で何らかの対策を講じていくという段階

的な施策を準備していくことが重要である。 

3.2.1 代数的手法による再生可能エネルギー発電の許容量評価 

3.2.1.1 代数的手法の概要 

簡易的な手法である代数的手法は日本でも一般的に用いられており、許容調整幅、発電機の周波数

応答幅、需要変動率、再生可能エネルギーの変動を諸元として用いることで導入許容量の算出が可能

である。本手法は、「発電機模擬による詳細シミュレーション」とは異なり、特別なツールを必要と

せず、Excel による計算で算定が可能であり、高度な知識や経験を必要としない。また、計算結果に

ついても詳細シミュレーションと同様の結果が得られることから、「マ」国における本プロジェクト

では代数的手法を導入し、技術教育を実施することとなった。 

図 3.2.1-1 にイメージ図を示す。この方法より導入可能な太陽光発電の総量として以下の式で算出

できる。 

)()(-))( 222 変動率／負荷変動量調整力＋（許容調整残太陽光発電定格導入量 LFC

(太陽光連系可能容量) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1-1 代数的手法イメージ 

 

需要変動 太陽光発電
出力変動幅

太陽光発電
定格導入量

許容調整算
LFC調整力

変動率

【必要な諸元】
①LFC調整力

⇒発電機の運用方法・スペック

②許容調整残
⇒総需要（kW)
⇒系統定数(%kW/Hz)
⇒周波数変動許容幅（Hz)

③需要変動量
⇒需要データ（分解能：数秒）

④太陽光連系可能量（変動率）
⇒日射強度データ（分解能：数秒）
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3.2.1.2 代数的手法による RE 連系許容量算定結果 

各島（Majuro、Ebeye、Wotje、Jaluit）にて太陽光発電のみの導入ケース、風力発電のみの導入ケ

ース、太陽光及び風力発電を組み合わせた 大導入ケースの 3 ケースに場合分けした結果を示す。 

日本においては周波数管理を非常に厳格に行う必要があるため、確率の観点で厳しい条件である

3σ(99.7%)もしくは 2σ(95.4％)で導入量算定が一般的である。本条件をそのままマ国に適応すると再

生可能エネルギーの導入量が小さくなることから、マ国のニーズにマッチングした条件で連系許容量

を算定する必要がある。本検討では確率的な要素として 3σ(99.7%)、2σ(95.4%)、σ(68.3%)で算定した。

また、周波数変動の許容幅として 0.3Hz、0.5Hz、1Hz の 3 パターンで検討を行った。この許容幅に

ついてもマ国の状況を踏まえて設定する必要がある。 

(1) Majuro 

表 3.2.1-1 RE 連系許容量算定結果（Majuro） 

PV 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 130 kW  220 kW  450 kW  4.56 MW  
2σ(95.4%) 180 kW  310 kW  630 kW  5.85 MW  
σ(68.3%) 290 kW  490 kW  980 kW  6.70 MW  

WT 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 110 kW  180 kW  380 kW  4.56 MW  
2σ(95.4%) 180 kW  310 kW  630 kW  5.85 MW  
σ(68.3%) 310 kW  520 kW  1,040 kW  6.70 MW  

RE 合計 
(PV+WT) 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 250 kW  400 kW  820 kW  4.56 MW  
2σ(95.4%) 360 kW  620 kW  1,260 kW  5.85 MW  
σ(68.3%) 600 kW  1,010 kW 2,030 kW  6.70 MW  

 

(2) Ebeye 

表 3.2.1-2 PV+WT 連系許容量(Ebeye) 

PV 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 14 kW  38 kW  84 kW  1369 kW  
2σ(95.4%) 28 kW  52 kW  110 kW  1589 kW  
σ(68.3%) 47 kW  81 kW  164 kW  1737 kW  

WT 

Allowable range 0.3Hz 0.5Hz 1.0Hz Total demand

3σ(99.7％) 12 kW  32 kW  72 kW  1369 kW  
2σ(95.4%) 27 kW  52 kW  108 kW  1589 kW  
σ(68.3%) 50 kW  86 kW  174 kW  1737 kW  

RE 合計 
(PV＋WT) 

Allowable range 0.3Hz 0.5Hz 1.0Hz Total demand

3σ(99.7％) 26 kW  69 kW  156 kW  1369 kW  
2σ(95.4%) 55 kW  104 kW  218 kW  1589 kW  
σ(68.3%) 98 kW  167 kW  338 kW  1737 kW  
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(3) Wotje 

表 3.2.1-3 PV+WT 連系許容量(Wotje) 

PV 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 0 kW  1 kW  4 kW  44 kW  
2σ(95.4%) 1 kW  3 kW  6 kW  52 kW  
σ(68.3%) 3 kW  5 kW  11 kW  71 kW  

WT 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 0 kW  1 kW  4 kW  44 kW  
2σ(95.4%) 1 kW  2 kW  6 kW  52 kW  
σ(68.3%) 3 kW  6 kW  11 kW  71 kW  

RE 合計 
(PV＋WT) 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 0 kW  3 kW  8 kW  44 kW  
2σ(95.4%) 2 kW  5 kW  11 kW  52 kW  
σ(68.3%) 6 kW  11 kW  22 kW  71 kW  

(4) Jaluit 

表 3.2.1-4 PV+WT 連系許容量(Jaluit) 

PV 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 0 kW  0 kW  4 kW  50 kW  

2σ(95.4%) 0 kW  2 kW  6 kW  60 kW  

σ(68.3%) 4 kW  8 kW  16 kW  80 kW  

WT 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 0 kW  0 kW  3 kW  50 kW  

2σ(95.4%) 0 kW  3 kW  7 kW  60 kW  

σ(68.3%) 3 kW  6 kW  12 kW  80 kW  

RE 合計 
(PV＋WT) 

Allowable range 0.3Hz 0.5 Hz 1 .0Hz Total demand

3σ(99.7％) 0 kW  0 kW  8 kW  50 kW  

2σ(95.4%) 0 kW  5 kW  13 kW  60 kW  

σ(68.3%) 7 kW  13 kW  28 kW  80 kW  

3.2.2 再生可能エネルギー連系拡大のための電力系統対策 

既存の電力系統に接続可能な RE 導入量をこれまで評価してきた。この連系量から更なる導入を目

指す場合は電力系統の調整能力を増強する必要がある。そのための手法は以下の 3 つが挙げられる。 

1) 既設ディーゼル発電機の調定率の改良(GF の改良) ⇒ 系統定数増加 

2) AFC 機能追加(既設ディーゼル発電機改造、蓄電池導入) ⇒ LFC 量増加 

3) 蓄電池による再生可能エネルギーの変動率の縮小 ⇒ RE 変動率縮小 

本節では上記 3手法をMajuro系統にて適応した場合の代数的手法による計算方法(図 3.2.4-1参照)

を説明し、各対策による PV 連系量の目安を表 3.2.4-1 に示す。 

ここでの計算条件は変動リスクを 2σ(95.4％)、周波数変動許容幅±1Hz とした。 
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3.3 PV ディーゼル・ハイブリッド発電設備の計画・設計支援 

ハイブリッドシステム計画から設計までの手法を、C/P へ指導するとともに、「マ」国小規模離島

へのハイブリッドシステム設計を実施した。 

3.3.1 基本システム構成 

 基本システム構成は、以下の３種類を提示する。 

 PV- DEG ハイブリッドシステム 

 PV-WT-DEG ハイブリッドシステム 

 PV-Battery-DEG ハイブリッドシステム 

3.3.2 システム設計ツール 

 シミュレーションツール：HOMER 

毎時間の電力負荷に対して、ディーゼル発電機の供給量と、太陽光発電による供給量、及び風力

発電による供給量を把握し、各々の運転制約等を評価する 

 配置設計（図面作成）ツール：SketchUP 

Google Sketchup では、1mm 単位の 3D（three-dimensional）設計が可能であり、かつ縮尺が

合致した方法で、Google Earth 上の任意の場所に配置することができる。 

また、複数台の PV アレイを配置する場合、前方の PV アレイの影を考慮する必要があるが、任

意の指定日時の影を描写することにより、影響を確認することができる。さらに、風力発電など

と組み合わせて計画する場合は、複数台の風力発電の離隔や風力発電による PV アレイへの影の影

響も確認することができる。 

3.3.3 PV 設置場所 

(1) Wotje Atoll 

Wotje 環礁の現地調査結果から、PV の設置候補場所は以下の通りであった。 

表 3.3.3-1 Wotje Atoll PV 設置候補場所 

対象箇所 PV 設置可能面積 PV 設置可能規模 

a:発電所敷地内 約 600m2 60kW 

b:発電所建屋屋根部 約 280m2 28kW 

c:高等学校屋根部 約 2,250m2 225kW 

  教室建屋 (約 1,700m2) (170kW) 

  職員専用建屋 (約 220m2) ( 22kW) 

  カフェテリア (約 330m2) ( 33kW) 

(2) Jaluit Atoll 

Jaluit 環礁の現地調査結果から、PV の設置候補場所は以下の通りであった。 
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表 3.3.3-2 Jaluit Atoll PV 設置候補場所 

対象箇所 PV 設置可能面積 PV 設置可能規模 

a:発電所敷地内 約 600m2 60kW 

b:fish base 屋根部 約 400m2 40kW 

c:発電所建屋屋根部 約 280m2 30kW 

d:高等学校 約 3,000m2 300kW 

(3) Ebeye Island 

  Ebeye 島の現地調査結果から、PV の設置候補場所は以下の通りであった。 

表 3.3.3-3 Ebeye Island PV 設置候補場所 

対象箇所 PV 設置可能面積 PV 設置可能規模 

a.発電所敷地内 約 7,000m2 700kW 

b:PAYLESS SuperMarket 
屋根部 約 1,500m2 150kW 

3.3.4 需給バランスシミュレーション 

3.3.4.1 各離島シミュレーション結果 

 各離島の HOMER を用いた需給バランスシミュレーション結果を以下に示す。 

(1) Wotje Atoll 

太陽光発電（PV）の導入量について、PV50kW~100kW を導入したケースについて、需給バラン

スシミュレーションを実施した。 

PV100kW では余剰電力量が非常に大きく、複数台 PCS システムを考慮しても制御性及び経済性

（台数制御による出力制限で設備利用率が低迷するため）が不利になる可能性が高い。 

余剰電力量は PV 導入量の減少に応じて、次第に小さくなり、PV50kW~70kW では殆ど発生しな

くなる見込みである。 

今回は経済性を考慮して、設備利用率が 大になるケースを採用するものとする。 

その場合、PV50kW を推奨する。 

PV50kW の場合の電力供給量に占める PV 供給割合（再生可能エネルギー供給割合）は 7.26％で

ある。さらに、再生可能エネルギー供給割合を高める方法としては、風力発電（WT）の導入を推奨

する。マーシャルでは、年間平均風速が地上高 25m 以上で約 7.5m/s 以上であり、非常に風況に恵ま

れている。 

シミュレーションでは PV50kW に加え、WT25kW~100kW を導入したケースについて、需給バラ

ンスシミュレーションを実施した。PV の場合と同様に、余剰電力量を加味した結果、WT25kW を推

奨する。 

PV50kW+WT25kW の場合の電力供給量に占める再生可能エネルギー供給割合は 21.46％（= PV 

7.31％+ WT 14.15％）である。 

 ＜留意事項＞ 

 ハイブリッドシステム設置時は、可能な限り離島の発電所の敷地内など制御や運用がしやす

い場所が望ましい。再生可能エネルギーを大量に導入したいが、当面は発電所敷地内に限定
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した規模を想定する。 

 余剰エネルギーが発生する場合、高度なシステムの場合は、出力制限機能を用いてリアルタ

イムな出力制限運転を実施する。太陽光発電の PCS に対する外部信号して出力を秒速で制御

することができる。風力発電の場合は、ピッチ制御にて出力を制限することができるが、ピ

ッチ駆動によるため、1 分程度を要する。 

今回簡素なシステム実現を図るため、複数台運転による台数制御を基本とする。 

  上記、留意事項を加味した上で、各システム構成は下表の通りとなる。  

表 3.3.4-1 システム構成案（Wotje） 
ハイブリッドシステム 導入規模 システム構成 

DEG+PV PV50kW PV-PCS10kW×5 台

DEG+PV+WT PV50kW
WT25kW 

PV-PCS10kW×5 台
WT5kW×5 基 

(2) Jaluit Atoll 

太陽光発電（PV）の導入量について、PV50kW~100kW を導入したケースについて、需給バラン

スシミュレーションを実施した。 

PV100kW では余剰電力量が非常に大きく、複数台 PCS システムを考慮しても制御性及び経済性

（台数制御による出力制限で設備利用率が低迷するため）が不利になる可能性が高い。 

余剰電力量は PV 導入量の減少に応じて、次第に小さくなり、PV50kW~70kW では殆ど発生しな

くなる見込みである。 

今回は経済性を考慮して、設備利用率が 大になるケースを採用するものとする。 

その場合、PV50kW を推奨する。 

PV50kW の場合の電力供給量に占める PV 供給割合（再生可能エネルギー供給割合）は 6.91％で

ある。さらに、再生可能エネルギー供給割合を高める方法としては、風力発電（WT）の導入を推奨

する。マーシャルでは、年間平均風速が地上高 25m 以上で約 7.5m/s 以上であり、非常に風況に恵ま

れている。 

シミュレーションでは PV50kW に加え、WT25kW~100kW を導入したケースについて、需給バラ

ンスシミュレーションを実施した。PV の場合と同様に、余剰電力量を加味した結果、WT25kW を推

奨する。 

PV50kW+WT25kW の場合の電力供給量に占める再生可能エネルギー供給割合は 20.36％（= PV 

6.90％+ WT 13.46％）である。 

 ＜留意事項＞ 

 ハイブリッドシステム設置時は、可能な限り離島の発電所の敷地内など制御や運用がしやす

い場所が望ましい。再生可能エネルギーを大量に導入したいが、当面は発電所敷地内に限定

した規模を想定する。 

 余剰エネルギーが発生する場合、高度なシステムの場合は、出力制限機能を用いてリアルタ

イムな出力制限運転を実施する。太陽光発電の PCS に対する外部信号して出力を秒速で制御

することができる。風力発電の場合は、ピッチ制御にて出力を制限することができるが、ピ

ッチ駆動によるため、1 分程度を要する。 
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今回簡素なシステム実現を図るため、複数台運転による台数制御を基本とする。 

  上記、留意事項を加味した上で、各システム構成は下表の通りとなる。  

表 3.3.4-2 システム構成案（Jaluit） 
ハイブリッドシステム 導入規模 システム構成 

DEG+PV PV50kW PV-PCS10kW×5 台 
DEG+PV+WT PV50kW 

WT25kW 
PV-PCS10kW×5 台 
WT5kW×5 基 

(3) Ebeye Island 

太陽光発電（PV）の導入量について、PV200kW~1,200kW を導入したケースについて、需給バラ

ンスシミュレーションを実施した。 

PV1,200kW では余剰電力量が非常に大きく、複数台 PCS システムを考慮しても制御性及び経済性

（台数制御による出力制限で設備利用率が低迷するため）が不利になる可能性が高い。 

余剰電力量は PV 導入量の減少に応じて、次第に小さくなり、PV200kW~600kW では殆ど発生し

なくなる（停電時の余剰電力のみ）見込みである。 

今回は経済性を考慮して、設備利用率が 大になるケースを採用するものとする。 

その場合、PV600kW を推奨する。 

PV600kW の場合の電力供給量に占める PV 供給割合（再生可能エネルギー供給割合）は 3.93％で

ある。さらに、再生可能エネルギー供給割合を高める方法としては、風力発電（WT）の導入を推奨

する。マーシャルでは、年間平均風速が地上高 25m 以上で約 7.5m/s 以上であり、非常に風況に恵ま

れている。 

シミュレーションでは PV600kW に加え、WT250kW~1,000kW を導入したケースについて、需給

バランスシミュレーションを実施した。PV の場合と同様に、余剰電力量を加味した結果、WT500kW

を推奨する。 

PV600kW+WT500kW の場合の電力供給量に占める再生可能エネルギー供給割合は 9.3％（= PV 

3.91％+ WT 5.39％）である。 

 ＜留意事項＞ 

 ハイブリッドシステム設置時は、可能な限り離島の発電所の敷地内など制御や運用がしやす

い場所が望ましい。再生可能エネルギーを大量に導入したいが、当面は発電所敷地内に限定

した規模を想定する。 
 余剰エネルギーが発生する場合、高度なシステムの場合は、出力制限機能を用いてリアルタ

イムな出力制限運転を実施する。太陽光発電の PCS に対する外部信号して出力を秒速で制御

することができる。風力発電の場合は、ピッチ制御にて出力を制限することができるが、ピ

ッチ駆動によるため、1 分程度を要する。 
今回簡素なシステム実現を図るため、複数台運転による台数制御を基本とする。 

  上記、留意事項を加味した上で、各システム構成は下表の通りとなる。  

表 3.3.4-3 システム構成案（Ebeye） 
ハイブリッドシステム 導入規模 システム構成 

DEG+PV PV600kW PV-PCS10kW×60 台

DEG+PV+WT PV600kW
WT500kW 

PV-PCS10kW×60 台
WT250kW×2 基 
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(2) Jaluit Atoll 

 PV50kW（10kW の PV アレイ 5 台）及び WT25kW（5kW 風車 5 基）については、十分に配置で

きる結果となった。 

 

図 3.3.5-3 PV アレイ配置図 a(Jaluit) 

 

 

図 3.3.5-4 PV アレイ配置図 b(Jaluit) 
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(3) Ebeye Island 

 PV600kW（10kW の PV アレイ 60 台）及び WT250kW（275kW 可倒式風車 2 基）について、配

置した。PV600kW については十分に配置できる結果となったが、WT については民家に近く、騒音

の影響があることから、リーフ側の１基のみが可能と考える。 

 

 

図 3.3.5-5 PV アレイ配置図 a(Ebeye) 

 

 

図 3.3.5-6 PV アレイ配置図 b(Ebeye) 
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3.3.6 まとめ 

3.3.6.1 検討成果 

(1) ハイブリッドシステム 

基本システム構成は、以下の３種類を提示する。 

 PV- DEG ハイブリッドシステム 

蓄電電池等の安定化装置を併設しないシステムの提案を行う。このシステムは、「PV システム

に付属するパワーコンディショナ(PCS)の台数制御による周波数安定度を高めたシステム」であ

り、「PV システムに付属する PCS の台数制御による DEG 低出力運転対策を加味したシステム」

である。このシステムの具体的な特徴は以下の通りである。 

 個別 PCS のオン・オフ操作による段階的な出力制限が可能 

 PCS 分割による PCS 故障時の PV システム全停止のリスク軽減 

 PCS を小容量(小型・軽量)とすることでの施工性の向上 

 PV-WT-DEG ハイブリッドシステム 

 基本的には PV ディーゼル発電ハイブリッドシステムに類似したシステムである。WT は単機

容量 5~25kW の小型機であり、インバータ連系できる装置を基本とする。 

 PV-Battery-DEG ハイブリッドシステム 

蓄電池を用いて、PV の変動吸収及び余剰電力吸収を行うことで高い割合まで再生可能エネル

ギーの供給率を上げることができる。また、WT を併設することもできる。 

但し、蓄電池設備は非常に高価なものとなる。 

(2) 太陽光発電システム 

Majuro をはじめとする「マ」国の全ての地域において、 適傾斜角は 0 度であるが、降雨による

セルフクリーニングを期待して、傾斜角 5 度を推奨する。なお、方位角については傾斜角 30 度以下

の場合では、方位に依存しない。つまり、どの方位に向けて設置しても年間発電電力量は同等と考え

られる。 

(3) 風力発電システム 

Majuro をはじめとする「マ」国の全ての地域において、年間平均風速が地上高 25m 以上で約 7.5m/s

以上であると考えられ、風力発電の導入は日常点検及び簡易補修が行える場合に有効である。日常点

検及び簡易補修を小規模離島において容易に行えるように、風車タワーは傾倒できる方式が望ましい。

タワー傾倒できる風力発電は 1kW~275kW の規模で世界の風力発電メーカーにて用意されている。 

(4) 需給バランスシミュレーション 

HOMER を用いた需給バランスシミュレーション（長周期変動を考慮）では、次項に示す検討結果

となった。但し、経済性を考慮した試算はコスト情報が得られず実施していない。 

HOMER では経済性を考慮した試算も行えるため、条件に応じて実施することを推奨する。 

3.3.6.2 各離島の検討結果 

(1) Wotje 及び Jalte 

各ハイブリッドシステムの推奨案は下表の通りである。PV の複数台 PCS 運用でも周波数変動が発
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生する場合は、短周期対策として小容量の蓄電池の併設が必要である。この場合、可能であれば DEG

脱落時のバックアップ電源としても活用できるように定格の 30 分容量が望ましい。充放電率を確保

するために、リチウムイオン電池等のハイレート蓄電池が望ましい。 

一方では、現状においても既設の DEG は低出力運転を強いられており、今回の需給バランスシミ

ュレーションでは運転範囲は、5~100％としているが、発電機メーカー提示の条件は「5～20％出力 

100 時間迄（その後は 70％以上で 100 時間以上）」である。 

PV 等の導入により、更に低出力運転となり、現状よりも過酷な運転条件となるため、DEG の状態

によっては長周期対策用蓄電池が必要である。長周期対策の蓄電池は、PV 発電量を殆ど全量吸収で

きる 6 時間容量が望ましい。DEG は現状でも 25~40％出力を強いられているため、場合によっては

小型の発電機に入れ替えることを推奨する。この場合、条件によっては長周期対策用蓄電池は不要と

なる。 

表 3.3.6-1 システム構成案（Wotje 及び Jaluit） 

ハイブリッドシステム 導入規模 システム構成 

DEG+PV PV50kW PV-PCS10kW×5 台 

DEG+PV+WT PV50kW 

WT25kW 

PV-PCS10kW×5 台 

WT5kW×5 基 

DEG+PV+Battery 

（短周期対策のみ） 

PV50kW 

50kW*25kWh 

PV-PCS10kW×5 台 

INV50kW*25kWh（リチウムイオン）

DEG+PV+Battery 

（長周期対策を含む） 

PV50kW 

50kW*300kWh 

PV-PCS10kW×5 台 

INV50kW*300kWh（鉛） 

(2) Ebeye 

各ハイブリッドシステムの推奨案は下表の通りである。PV の複数台 PCS 運用でも周波数変動が

発生する場合は、短周期対策として小容量の蓄電池の併設が必要である。この場合、可能であれば

DEG 脱落時のバックアップ電源としても活用できるように定格の 30 分容量が望ましい。充放電率

を確保するために、リチウムイオン電池等のハイレート蓄電池が望ましい。 

表 3.3.6-2 システム構成案（Ebeye） 

ハイブリッドシステム 導入規模 システム構成 

DEG+PV PV600kW PV-PCS10kW×60 台 

DEG+PV+WT PV600kW 

WT500kW 

PV-PCS10kW×60 台 

WT250kW×2 基 

DEG+PV+Battery 

（短周期対策のみ） 

PV600kW 

600kW*300kWh

PV-PCS10kW×5 台 

INV500kW*250kWh（リチウムイオン）
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3.4.3 EDC 実証運用および効果検証 

 これまでに測定された燃料消費率から 適負荷配分値を導出し、第 3 回現地調査と第 4 回現地調査

において、それぞれ 1 回(計 2 回)の EDC 運用を行った。また、EDC 運用時と通常運用時との燃料消

費率を測定し、両値の対比から EDC 運用における効果検証を行った。 

 以下に EDC 運用条件と EDC 運用効果検証結果を示す。 

3.4.3.1 EDC 運用条件 

EDC 運用検証を行った第 3 回、第 4 回現地調査時点において、発電機コンディション及び周辺機

器に異常のない 5 号機、6 号機の 2 台運転にて EDC 運用を実施した。 

 以下に EDC 運用時と通常運用時の運用条件を示す。 

(1) 第 1 回検証(第 3 回現地調査にて実施) 

実施日：2014 年 8 月 28 日～8 月 29 日 

(a) EDC 運用 

運用時系統負荷：7,300kW～7,700kW 

運用ユニット：5 号機、6 号機(2 台運転) 

適負荷配分出力値(EDC 計算値) 

表 3.4.3-1 第 1 回 EDC 検証 EDC 運用出力(EDC 演算値) 

系統負荷【kW】 5 号機出力【kW】 6 号機出力【kW】 
7,300 2,500 4,800
7,400 2,500 4,900
7,500 2,500 5,000
7,600 2,500 5,100
7,700 2,500 5,200

(b) 通常運用 

運用時系統負荷：7,300kW～7,700kW 

運用ユニット：5 号機、6 号機(2 台運転) 

運用出力： 5 号機：1,500kW  6 号機：5,800～6,200kW 

(2) 第 2 回検証(第 4 回現地調査にて実施) 

実施日：2014 年 11 月 20 日～11 月 21 日 

(a) EDC 運用 

運用時系統負荷：6,700kW～7,200kW 

運用ユニット：5 号機、6 号機(2 台運転) 

適負荷配分出力値(EDC 計算値) 

表 3.4.3-2 第 2 回 EDC 運用出力(EDC 演算値) 

系統負荷【kW】 5 号機出力【kW】 6 号機出力【kW】 
6,700 2,500 4,200
6,800 2,500 4,300
6,900 2,500 4,400
7,000 2,500 4,500
7,100 2,500 4,600
7,200 2,500 4,700
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(b) 通常運用 

運用時系統負荷：6,600kW～7,200kW 

運用ユニット：5 号機、6 号機(2 台運転) 

運用出力： 5 号機：1,500kW   6 号機：5,100～5,700kW 

3.4.3.2 EDC 運用検証結果 

表 3.4.3-3 に EDC 運用時、通常運用時の燃料消費率測定値を示す。 

両値の比較結果より、EDC 運用時の燃料消費率が通常運用時の燃料消費率を下回った値を示し、

第 1 回検証では 1.74%、第 2 回検証では 0.65%の燃費低減運用となっていることを確認した。 

何れも燃費低減の傾向を示したが、それぞれの低減率に差異がみられる。これは、時々刻々違った

変動をする需要負荷の中、短時間で検証運用を行ったことで、変動の影響の違いが生じたためである

と考えられる。 

表 3.4.3-3 EDC 運用検証結果 

  ①EDC 運用 ②通常運用 燃費低減率
(②-①)/②) 

第 1 回 

試験運用日時 8/28 11:20-17:20 8/29 9:50-15:10 － 
系統負荷帯 7,300kW～7,700kW 7,300kW～7,700kW － 
燃料消費率

【Gal/kWh】 0.06114 0.06223 1.75% 

第 2 回 

試験運用日時 11/21 14:10-16:10 11/20 14:00-15:00 － 
系統負荷帯 6,700kW～7,200kW 6,600kW～7,200kW － 
燃料消費率

【Gal/kWh】 0.06298 0.06339 0.65% 

第 4 章 総括 

4.1 「マ」国における現状課題 

(1) 系統負荷の減少 

「マ」国では、2005 年をピークとして電力消費量が減少傾向にある。これは、燃料費単価により

電気料金が自動調整される制度が導入されており、近年のディーゼル燃料価格の高騰により、電気料

金単価が上昇したことや、料金未徴収や盗電等のノンテクニカルロス改善に向けて設置されたプリペ

イド・メータの設置により、省エネインセンティブが強く働いていることが要因であると考えられる。

また、2006 年以降に Majuro の大手水産会社とスーパーマーケットという大口顧客 2 社が撤退した

ことも需要減少の大きな要因となっている。 

図 4.1-1 に Majuro 電力系統における 2001 年～2009 年の販売電力量と 大電力を示す。 

一方で DEG は以前の系統負荷を考慮して設備計画がなされたため、DEG 単機容量は大きく、現在

の負荷に調整するためには、運転台数の減数を余儀なくされる状況下にある。また、運転台数を減数

してもなお、DEG 単機容量が大きいため、再エネ出力上昇時の DEG 下げ代は小さい。 

そのために DEG 単機容量に運転を切り替えると、再エネ出力低下時に系統負荷を賄えない可能性

が生じる。図 4.1-2 に Majuro 第一第二発電所の DEG 組合せを示す。但し、2 号機は 1 号機と同様の
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(2) 発電機出力範囲の制約 

「マ」国においては、DEG のメンテナンス状態が悪く、各発電機が出力範囲を制限されており、

経済性を加味した発電所の運用 適化となる経済的負荷配分運用に制約がある状況となっている。更

には、その出力範囲の制約により、再エネ導入代が極端に小さいものとなっている。 

表 4.1-1 に Majuro における長周期シミュレーション結果を示す。 

表 4.1-1 Majuro における長周期シミュレーション結果 

負荷データ Majuro2013 年実績、但し 11 月、12 月は 1 月、2 月で代替。 

9.5MW 超過、4MW 低下の実績は欠測と見なし前値保持した。 

日射データ NASA データを流用 

発電機諸元 1 号機、2 号機、5 号機、6 号機、7 号機で設定。 

 1 号機 2 号機 5 号機 6 号機 7 号機 

定格出力（kW） 3,275 3,275 3,485 6,400  6,400  

出力上限値（kW） 1,500 1,500 2,700 6,000  5,000  

出力下限値（kW） 1,000 1,000 2,000 5,000  4,000  
 

運転条件 シミュレーション上ではベース機である6号機が必ず運転するものとした。

運転範囲が狭いため、現状でも常時 2 台運転が困難な状況である。 

所感 Majuro 電力系統負荷は通常時は 5~8MW で安定しているが、DEG の運転

範囲が非常に狭いため、常に余剰電力が発生している状況にある。つまり、

実際には運転範囲を逸脱して無理な運転を強いられていると考えられる。

結果 PV0MW：余剰電力量 327,989 kWh/年、系統負荷 58,144,684kWh/年 

 このように、現時点においても DEG による供給が健全に行われていない状況であり、下げ代の確

保などの系統運用における発電機選択の柔軟性に乏しく、PV などの変動性電源を導入することは困

難である。 

以上より、「マ」国における再エネ導入へ向けた初期課題として、DEG の補修による出力改善が挙

げられる。また、これを解決することにより、EDC 運用による 適な負荷配分が可能となり、燃料

消費削減効果も期待できる。 
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4.2 「マ」国におけるエネルギー自給基盤形成ロードマップおよびケース
シナリオ 

これまでの調査結果をもとにカウンターパート（MEC、MRD）と協議を行い、「マ」国における

も実現可能性のあるロードマップおよびケースシナリオを抽出した。 

4.2.1 エネルギー自給基盤形成ロードマップロードマップ（具体案） 

実行性のあるロードマップを作成するうえで、再エネ導入に伴う条件を具体化した。FIT 制度につ

いては、現在 FIT 制度を運用させるための資金源が明確ではないこと、再エネ導入により MEC の収

入が懸念されるため、初期段階では見送ることとなった。次期に導入状況を鑑みながら FIT 制度の導

入を検討する。また、Majuro においては高圧需要家が存在せず、低圧需要家のみであることから、

GC 対象を低圧のみとし、高圧に連系するとしても MEC による導入のみとした。逆潮流については、

家庭用 PV は認めず、商業セクターのみ少量を認めるとした。その制限方法については、連系紹介時

に PV の容量を需要負荷と照らして上限を設けるなど、別途検討をする必要がある。 

4.2.2 再エネ 大化シナリオ 

ケースシナリオについては、図 4.2-2 に示す通り、再エネ導入条件を起点として、再エネ導入率向

上へ向けた各断面で必要となる検討事項について記載した。1 段階目では、ディーゼル発電機の状態

改善および送電網の強化を実施することにより、再エネの受け皿となる電力系統全体の強化を図る。

EDC 運用による発電所運用の 適化をすることで、燃料消費削減も狙う。2 段階目では、前段の改善

によって得られた調整能力を短周期および長周期変動について検討を行い、許容量を再計算し、再エ

ネ導入率を高めていく。更に高い再エネ導入を目標とする段階においては、FIT や PPA などの普及

促進制度の導入を行い、それに伴う電力系統の強化も検討していく。具体的な対策手法としては、GF

機能の改善および AFC の導入による出力応答性の改善、送電線の太線化や電圧調整機器導入による

送電網の強化、蓄電池の導入による短周期および長周期変動に対する出力補償などが挙げられる。 
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図 4.2-1 「マ」国エネルギー自給基盤形成ロードマップ（具体案） 
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図 4 2 2 「マ」国再エネ 大化シナリオ図 4.2-2 「マ」国再エネ 大化シナリオ 
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4.3 本プロジェクトにて供与した技術的検討の活用例 

前項にて検討した再エネ 大化シナリオにおいても、その対策費用および使途などにより具体的な

実施規模やその対策手法は大きく異なる可能性がある。しかしながら、本項では前項のシナリオをよ

り具体化し、本プロジェクトにて供与した技術的検討の活用例を示す。但し、以下に設定する条件等

は多くの想定を含むものであり、あくまで一例である。 

ケース１：各 DEG の運転範囲が正常になった場合 

 ケース２：各 DEG の運転範囲が正常で、短周期変動対策蓄電池を導入する場合 

 ケース３：各 DEG の運転範囲が正常で、Majuro 年間電力消費量の 20%を再エネ供給とする場合 

ケース４：各 DEG の運転範囲が正常な場合における MEC 主体による再エネ導入規模と変動 

対策蓄電池（短周期と長周期の兼用）による発電コストの想定。 

4.3.1 各 DEG の運転範囲が正常になった場合 

(1) 長周期シミュレーション（HOMER） 

負荷データ Majuro2013 年実績、但し 11 月、12 月は 1 月、2 月で代替。 

9.5MW 超過、4MW 低下の実績は欠測とみなし前値保持した。 

日射データ NASA データを流用 

発電機諸元 1 号機、2 号機、5 号機、6 号機、7 号機で設定。 

各 DEG の定格出力 100%を出力上限値とし、出力下限値は定格出力の 35％とした。 

 1 号機 2 号機 5 号機 6 号機 7 号機 

定格出力（kW） 3,275 3,275 3,485 6,400  6,400  

出力上限値（kW） 3,275 3,275 3,485 6,400  6,400  

出力下限値（kW） 1,146 1,146 1,220 2,240  2,240  

運転条件 1 号機と 2 号機のうち 1 台、6 号機と 7 号機のうち 1 台が必ず運転するとした。 

結  果 Majuro 電力系統負荷は通常時は 5~8MW で安定しているため、PV 発電の長周期

出力変動による DEG 出力下限値への抵触の可能性は、短周期出力変動と比べ低い

ものと考えられる。DEG 出力下限値に抵触する PV 規模は概ね 1,500kW と推定で

きる。 

出力下限値を 35％とする場合、1 号機と 2 号機は 1,146kW、6 号機と 7 号機は 2,240kW となる。

各 1 台ずつ運転している条件では、発電所合計の出力下限値は 3,386kW である。 

系統負荷は殆どが 5,000kW 以上で推移していると考えられるため、PV1,500kW までは大きな

PV 余剰電力は生じない。（異常な出力低下の際のみ余剰電力が発生する） 

  PV2,000kW 以上では通常時での余剰電力が発生する可能性が高い。 

(2) 短周期シミュレーション（接続許容量評価） 

運転範囲が正常になる場合に、DEG の応答性も改善されることが期待できるが、確証がないため、

現状と同様の応答性とする。 

この場合、接続許容量は「3.2 章 配電網に接続される再生可能エネルギー発電の許容量評価」に示

す解析結果となる。PV のみの導入で、確率を 2σ(95.4%)、周波数変動許容幅を 1Hz とすると、890kW
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の PV が導入可能と試算される。長周期制約となる 1,500kW の短周期的耐量を満たせないため、短

周期面における PV 連系許容量拡大対策が必要となる。 

(3) プラント効率 

Majuro 発電所各 Unit の燃費カーブ(実測値)を長周期シミュレーション（HOMER）に反映すると、

PV890kW の導入と適切な EDC 運用が実現した場合の年間燃料消費量は、現状約 14,000kL が約

13,600kL に減少することが期待できる。 

4.3.2 各 DEG の運転範囲が正常で、短周期変動対策蓄電池を導入する場合 

DEG の運転範囲は前項 4.3.1 と同様で、前項 4.3.1 の長周期シミュレーション結果である

PV1500kW の変動を吸収するため、短周期変動対策蓄電池を導入する。 

 短周期変動対策蓄電池の双方向インバータ出力は PV と同等の 1,500kW とする。蓄電池容量は充

放電率で制約を受ける。鉛蓄電池の場合は 0.3CA 程度であり、リチウムイオン蓄電池の場合は 2.0CA

程度である。容量を小さくするため、リチウムイオン蓄電池を採用するものとした場合、蓄電池容量

は実効容量 750kWh となる。 

(1) 長周期シミュレーション（HOMER） 

前項 4.3.1 の長周期シミュレーション結果の通り、PV1,500kW までは大きな PV 余剰電力は生じ

ない。 

(2) 短周期シミュレーション（接続許容量評価） 

リチウムイオン電池 1,500kW を AFC 制御にて運用した場合、代数的手法の LFC パラメータを

1,500kW と定義することができる。これにより、確率 2σ(95.4%)、周波数変動許容幅 1Hz とすると

PV の連系許容量は 2,100kW と算出でき、約 1,200kW の連系拡大が見込める。また、長周期制約の

点を考慮すると 1,500kW の PV 導入が可能と言える。 

(3) プラント効率 

Majuro 発電所各 Unit の燃費カーブ(実測値)を長周期シミュレーション（HOMER）に反映すると、

PV1,500kW の導入と適切な EDC 運用が実現した場合の年間燃料消費量は、現状約 14,000kL が約

13,450kL に減少することが期待できる。 

4.3.3 各 DEG の運転範囲が正常で、Majuro 年間電力消費量の 20%を再エネ供給とする場合 

(1) 長周期シミュレーション（HOMER） 

負荷データ Majuro2013 年実績、但し 11 月、12 月は 1 月、2 月で代替。 

9.5MW 超過、4MW 低下の実績は欠測とみなし前値保持した。 

日射データ NASA データを流用 

風速データ  Wojte の実測データ 

発電機諸元 1 号機、2 号機、5 号機、6 号機、7 号機で設定。 

各 DEG の定格出力 100%を出力上限値とし、出力下限値は定格出力の 35％とした。 
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 1 号機 2 号機 5 号機 6 号機 7 号機 

定格出力（kW） 3,275 3,275 3,485 6,400  6,400  

出力上限値（kW） 3,275 3,275 3,485 6,400  6,400  

出力下限値（kW） 1,146 1,146 1,220 2,240  2,240  

運転条件  6 号機と 7 号機のうち 1 台が必ず運転するとした。 

  RE 組合せ Majuro 年間電力消費量は約 60,000MWh であり、20%を再エネ供給とする場合の

RE 年間発電量は 12,000MWh 程度となる。 

風力発電機については、メンテナンス性を考慮して、275kW 可倒式風車

（http://www.vergnet.com/gev-mpc.php）を採用した。 

このような RE 年間発電量を期待する場合の PV と WT の組合せは下表の通りであ

る。蓄電池は余剰電力を効率的に吸収できるよう鉛蓄電池を採用するものとし、双

方向インバータ出力は再エネ合計出力の 80%程度、容量は出力の 3 時間程度が望ま

しい。 

 PV WT 合計 蓄電池 

kW kWh 台数 kW kWh kW kWh kW kWh 

A 1,000 1,253,495 10 2,750 11,522,388 3,750 12,775,883 3,000 9,000

B 2,000 2,506,990 9 2,475 10,370,226 4,475 12,877,216 3,500 10,500

C 3,000 3,760,482 8 2,200 9,217,980 5,200 12,978,462 4,000 12,000

D 10,000 12,534,927 0 0 0 10,000 12,534,927 8,000 24,000

  結  果 A~C のケースでは余剰電力は発生しないが、D のケースの場合は余剰電力が発生す

るため、蓄電池残量が満杯になる場合には、PV の出力制限または停止が必要となる。

マーシャルは風況が非常に良いため、風力発電規模を大きくするとシステムが 小化

できる傾向がある。 

(2) 短周期シミュレーション（接続許容量評価） 

長周期シミュレーションにて検証した PV と WT の組合から代数的手法を用いて変動量の合計（PV

変動量、WT 変動量、負荷変動量の合計）を算出し、系統側の調整可能量（許容調整残と LFC の合

計）を満たしているか検討した。表 4.3.3-1 にその結果を示す。いずれのケースも調整可能量が変動

量合計を上回っているため短周期面の制約を満たすことが可能である。 

表 4.3.3-1 代数的手法による短周期検証結果 
 PV 導入量 

(kW) 
WT 導入量 

(kW) 
蓄電池
(kW) 

変動量合計
（kW） 

調整可能量 
(kW) 

連系可否 
(短周期) 

A 1,000 2,750 3,000 2,325 3,082 ○ 

B 2,000 2,475 3,500 2,524 3,571 ○ 

C 3,000 2,200 4,000 2,946 4,062 ○ 

D 10,000 0 8,000 7,900 8,031 ○ 

(3) プラント効率 

Majuro 発電所各 Unit の燃費カーブ(実測値)を長周期シミュレーション（HOMER）に反映すると、

RE20％の導入と適切な EDC 運用が実現した場合の年間燃料消費量は、現状約 14,000kL が約

11,130kLkL に減少することが期待できる。 
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4.3.4 各DEGの運転範囲が正常な場合におけるMEC主体による再エネ導入規模と変動対策蓄電池

（短周期と長周期の兼用）による発電コストの想定 

(1) 再エネ発電量 

日射データと風速データを用いたシミュレーション結果から、PV 設備利用率は 14％、WT の設備

利用率は 48％であった。これを用いて次式により算出した。 

  PV 発電量(MWh/y) = PV 導入量(kW) × 8,760h × 14% ÷ 1,000 

  WT 発電量(MWh/y) = WT 導入量(kW) × 8,760h × 48% ÷ 1,000 

表 4.3.4-1 再エネ発電量 (MWh/y) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 蓄電池容量 

蓄電池は余剰電力を効率的に吸収できるよう鉛蓄電池を採用するものとし、双方向インバータ出力

は再エネ合計出力の 80%程度、容量は出力の 3 時間程度が望ましい。これを用いて次式により算出し

た。なお短周期と長周期変動対策の兼用とすることができる。 

蓄電池容量(kWh) = (PV 導入量(kW)+ WT 導入量(kW)) × 80% ×3h 

表 4.3.4-2 蓄電池容量 (kWh) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 WT deployment PV deployment (kW)

kW Number 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000

0 0 0 1,226 2,453 3,679 4,906 6,132 7,358 8,585 9,811 11,038 12,264

275 1 1,156 2,383 3,609 4,836 6,062 7,288 8,515 9,741 10,968 12,194 13,420

550 2 2,313 3,539 4,765 5,992 7,218 8,445 9,671 10,897 12,124 13,350 14,577

825 3 3,469 4,695 5,922 7,148 8,375 9,601 10,827 12,054 13,280 14,507 15,733

1,100 4 4,625 5,852 7,078 8,304 9,531 10,757 11,984 13,210 14,436 15,663 16,889

1,375 5 5,782 7,008 8,234 9,461 10,687 11,914 13,140 14,366 15,593 16,819 18,046

1,650 6 6,938 8,164 9,391 10,617 11,844 13,070 14,296 15,523 16,749 17,976 19,202

1,925 7 8,094 9,321 10,547 11,773 13,000 14,226 15,453 16,679 17,905 19,132 20,358

2,200 8 9,251 10,477 11,703 12,930 14,156 15,383 16,609 17,835 19,062 20,288 21,515

2,475 9 10,407 11,633 12,860 14,086 15,312 16,539 17,765 18,992 20,218 21,444 22,671

2,750 10 11,563 12,790 14,016 15,242 16,469 17,695 18,922 20,148 21,374 22,601 23,827

3,025 11 12,720 13,946 15,172 16,399 17,625 18,852 20,078 21,304 22,531 23,757 24,984

3,300 12 13,876 15,102 16,329 17,555 18,781 20,008 21,234 22,461 23,687 24,913 26,140

3,575 13 15,032 16,259 17,485 18,711 19,938 21,164 22,391 23,617 24,843 26,070 27,296

3,850 14 16,188 17,415 18,641 19,868 21,094 22,320 23,547 24,773 26,000 27,226 28,452

4,125 15 17,345 18,571 19,798 21,024 22,250 23,477 24,703 25,930 27,156 28,382 29,609

4,400 16 18,501 19,728 20,954 22,180 23,407 24,633 25,860 27,086 28,312 29,539 30,765

 WT deployment PV deployment (kW)

kW Number 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000

0 0 0 2,400 4,800 7,200 9,600 12,000 14,400 16,800 19,200 21,600 24,000

275 1 700 3,100 5,500 7,900 10,300 12,700 15,100 17,500 19,900 22,300 24,700

550 2 1,400 3,800 6,200 8,600 11,000 13,400 15,800 18,200 20,600 23,000 25,400

825 3 2,000 4,400 6,800 9,200 11,600 14,000 16,400 18,800 21,200 23,600 26,000

1,100 4 2,700 5,100 7,500 9,900 12,300 14,700 17,100 19,500 21,900 24,300 26,700

1,375 5 3,300 5,700 8,100 10,500 12,900 15,300 17,700 20,100 22,500 24,900 27,300

1,650 6 4,000 6,400 8,800 11,200 13,600 16,000 18,400 20,800 23,200 25,600 28,000

1,925 7 4,700 7,100 9,500 11,900 14,300 16,700 19,100 21,500 23,900 26,300 28,700

2,200 8 5,300 7,700 10,100 12,500 14,900 17,300 19,700 22,100 24,500 26,900 29,300

2,475 9 6,000 8,400 10,800 13,200 15,600 18,000 20,400 22,800 25,200 27,600 30,000

2,750 10 6,600 9,000 11,400 13,800 16,200 18,600 21,000 23,400 25,800 28,200 30,600

3,025 11 7,300 9,700 12,100 14,500 16,900 19,300 21,700 24,100 26,500 28,900 31,300

3,300 12 8,000 10,400 12,800 15,200 17,600 20,000 22,400 24,800 27,200 29,600 32,000

3,575 13 8,600 11,000 13,400 15,800 18,200 20,600 23,000 25,400 27,800 30,200 32,600

3,850 14 9,300 11,700 14,100 16,500 18,900 21,300 23,700 26,100 28,500 30,900 33,300

4,125 15 9,900 12,300 14,700 17,100 19,500 21,900 24,300 26,700 29,100 31,500 33,900

4,400 16 10,600 13,000 15,400 17,800 20,200 22,600 25,000 27,400 29,800 32,200 34,600



要約 50 

(3) 建設コスト 

PV は CMI の導入実績（旧 57kW45.6 万 USD,新 54kW20 万 USD）より 5,000USD/kW、WT

は日本で販売している 275kW 可倒式風車の実勢価格に輸送費相当を加味して、2,500,000 USD/

基、蓄電池システムは日本でのシステムコストに輸送費相当を加味して、1,000USD/kWh を単価

とし、次式により算出した。 

建設コスト(k$) = PV 導入量(kW) × 5,000$/kW + WT 導入量(基) × 2,500,000 $/基  

+ 蓄電池容量(kWh) × 1,000$/kWh ÷ 1,000 

表 4.3.4-3 建設コスト (k$) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 運用コスト 

再エネ設備は実際には各々導入時期が異なることが予想されるが、簡略化のため、ここでは設備耐

用年数は一律 15 年とする。メンテナンス費については、PV 及び蓄電池は基本的にはメンテナンスフ

リーであるため建設費の 1%とし、PV は 50 USD/kW、蓄電池システムは 10 USD/kWh とする。WT

は 275kW 可倒式風車の実勢価格 50,000 USD/基とする。これを用いて次式により算出した。 

運用コスト(k$/15years) = PV 導入量(kW) × 50$/kW + WT 導入量(基) × 50,000 $/基  

+ 蓄電池容量(kWh) × 10$/kWh × 15years ÷ 1,000 

表 4.3.4-4 運用コスト (k$/15years) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 WT deployment PV deployment (kW)

kW Number 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000

0 0 0 7,400 14,800 22,200 29,600 37,000 44,400 51,800 59,200 66,600 74,000

275 1 3,200 10,600 18,000 25,400 32,800 40,200 47,600 55,000 62,400 69,800 77,200

550 2 6,400 13,800 21,200 28,600 36,000 43,400 50,800 58,200 65,600 73,000 80,400

825 3 9,500 16,900 24,300 31,700 39,100 46,500 53,900 61,300 68,700 76,100 83,500

1,100 4 12,700 20,100 27,500 34,900 42,300 49,700 57,100 64,500 71,900 79,300 86,700

1,375 5 15,800 23,200 30,600 38,000 45,400 52,800 60,200 67,600 75,000 82,400 89,800

1,650 6 19,000 26,400 33,800 41,200 48,600 56,000 63,400 70,800 78,200 85,600 93,000

1,925 7 22,200 29,600 37,000 44,400 51,800 59,200 66,600 74,000 81,400 88,800 96,200

2,200 8 25,300 32,700 40,100 47,500 54,900 62,300 69,700 77,100 84,500 91,900 99,300

2,475 9 28,500 35,900 43,300 50,700 58,100 65,500 72,900 80,300 87,700 95,100 102,500

2,750 10 31,600 39,000 46,400 53,800 61,200 68,600 76,000 83,400 90,800 98,200 105,600

3,025 11 34,800 42,200 49,600 57,000 64,400 71,800 79,200 86,600 94,000 101,400 108,800

3,300 12 38,000 45,400 52,800 60,200 67,600 75,000 82,400 89,800 97,200 104,600 112,000

3,575 13 41,100 48,500 55,900 63,300 70,700 78,100 85,500 92,900 100,300 107,700 115,100

3,850 14 44,300 51,700 59,100 66,500 73,900 81,300 88,700 96,100 103,500 110,900 118,300

4,125 15 47,400 54,800 62,200 69,600 77,000 84,400 91,800 99,200 106,600 114,000 121,400

4,400 16 50,600 58,000 65,400 72,800 80,200 87,600 95,000 102,400 109,800 117,200 124,600

 WT deployment PV deployment (kW)

kW Number 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000

0 0 0 1,110 2,220 3,330 4,440 5,550 6,660 7,770 8,880 9,990 11,100

275 1 855 1,965 3,075 4,185 5,295 6,405 7,515 8,625 9,735 10,845 11,955

550 2 1,710 2,820 3,930 5,040 6,150 7,260 8,370 9,480 10,590 11,700 12,810

825 3 2,550 3,660 4,770 5,880 6,990 8,100 9,210 10,320 11,430 12,540 13,650

1,100 4 3,405 4,515 5,625 6,735 7,845 8,955 10,065 11,175 12,285 13,395 14,505

1,375 5 4,245 5,355 6,465 7,575 8,685 9,795 10,905 12,015 13,125 14,235 15,345

1,650 6 5,100 6,210 7,320 8,430 9,540 10,650 11,760 12,870 13,980 15,090 16,200

1,925 7 5,955 7,065 8,175 9,285 10,395 11,505 12,615 13,725 14,835 15,945 17,055

2,200 8 6,795 7,905 9,015 10,125 11,235 12,345 13,455 14,565 15,675 16,785 17,895

2,475 9 7,650 8,760 9,870 10,980 12,090 13,200 14,310 15,420 16,530 17,640 18,750

2,750 10 8,490 9,600 10,710 11,820 12,930 14,040 15,150 16,260 17,370 18,480 19,590

3,025 11 9,345 10,455 11,565 12,675 13,785 14,895 16,005 17,115 18,225 19,335 20,445

3,300 12 10,200 11,310 12,420 13,530 14,640 15,750 16,860 17,970 19,080 20,190 21,300

3,575 13 11,040 12,150 13,260 14,370 15,480 16,590 17,700 18,810 19,920 21,030 22,140

3,850 14 11,895 13,005 14,115 15,225 16,335 17,445 18,555 19,665 20,775 21,885 22,995

4,125 15 12,735 13,845 14,955 16,065 17,175 18,285 19,395 20,505 21,615 22,725 23,835

4,400 16 13,590 14,700 15,810 16,920 18,030 19,140 20,250 21,360 22,470 23,580 24,690
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 (5) 合計コスト 

合計コストは建設コスト及び運用コスト(15 年間)の合計額とし、次式により算出した。 

合計コスト(k$/15years) = 建設コスト(k$) + 運用コスト(k$/15years) 

表 4.3.4-5 合計コスト (k$/15years) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 発電コスト 

PV 及び WT の設備存続期間（設備耐用年数 15 年間）における発電電力量で、合計コストを割

ることに発電コストを算出することができる。次式により算出した。 

発電コスト($/kWh) = 合計コスト(k$/15years) ÷ (再エネ発電量 (MWh/y) × 15years) 

表 4.3.4-6 発電コスト ($/kWh) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Majuro では、販売電力量に対して燃料費 0.296$/kWh、発電所コスト 0.072$/kWh、一般管理

費 0.032$/kWh、流通設備コスト 0.027$/kWh、減価償却等が 0.035$/kWh となっている。MEC

による再エネ導入は燃料焚き減らしに寄与することができるため、燃料費 0.296$/kWh よりも安価

であれば経済的メリットがある。該当部分を赤枠で示す。 

但し、本想定値は Majuro 発電所の各発電設備が健全な状態となり、正常な出力範囲で運用でき

ることを条件に演算を行っている。よって、演算する過程において、既存 DEG の運転範囲を正常

化するためのメンテナンスコストは含まれていないものとする。 

 WT deployment PV deployment (kW)

kW Number 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000

0 0 0 8,510 17,020 25,530 34,040 42,550 51,060 59,570 68,080 76,590 85,100

275 1 4,055 12,565 21,075 29,585 38,095 46,605 55,115 63,625 72,135 80,645 89,155

550 2 8,110 16,620 25,130 33,640 42,150 50,660 59,170 67,680 76,190 84,700 93,210

825 3 12,050 20,560 29,070 37,580 46,090 54,600 63,110 71,620 80,130 88,640 97,150

1,100 4 16,105 24,615 33,125 41,635 50,145 58,655 67,165 75,675 84,185 92,695 101,205

1,375 5 20,045 28,555 37,065 45,575 54,085 62,595 71,105 79,615 88,125 96,635 105,145

1,650 6 24,100 32,610 41,120 49,630 58,140 66,650 75,160 83,670 92,180 100,690 109,200

1,925 7 28,155 36,665 45,175 53,685 62,195 70,705 79,215 87,725 96,235 104,745 113,255

2,200 8 32,095 40,605 49,115 57,625 66,135 74,645 83,155 91,665 100,175 108,685 117,195

2,475 9 36,150 44,660 53,170 61,680 70,190 78,700 87,210 95,720 104,230 112,740 121,250

2,750 10 40,090 48,600 57,110 65,620 74,130 82,640 91,150 99,660 108,170 116,680 125,190

3,025 11 44,145 52,655 61,165 69,675 78,185 86,695 95,205 103,715 112,225 120,735 129,245

3,300 12 48,200 56,710 65,220 73,730 82,240 90,750 99,260 107,770 116,280 124,790 133,300

3,575 13 52,140 60,650 69,160 77,670 86,180 94,690 103,200 111,710 120,220 128,730 137,240

3,850 14 56,195 64,705 73,215 81,725 90,235 98,745 107,255 115,765 124,275 132,785 141,295

4,125 15 60,135 68,645 77,155 85,665 94,175 102,685 111,195 119,705 128,215 136,725 145,235

4,400 16 64,190 72,700 81,210 89,720 98,230 106,740 115,250 123,760 132,270 140,780 149,290

 WT deployment PV deployment (kW)

kW Number 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000

0 0 0.463 0.463 0.463 0.463 0.463 0.463 0.463 0.463 0.463 0.463

275 1 0.234 0.352 0.389 0.408 0.419 0.426 0.432 0.435 0.438 0.441 0.443

550 2 0.234 0.313 0.352 0.374 0.389 0.400 0.408 0.414 0.419 0.423 0.426

825 3 0.232 0.292 0.327 0.350 0.367 0.379 0.389 0.396 0.402 0.407 0.412

1,100 4 0.232 0.280 0.312 0.334 0.351 0.364 0.374 0.382 0.389 0.395 0.399

1,375 5 0.231 0.272 0.300 0.321 0.337 0.350 0.361 0.369 0.377 0.383 0.388

1,650 6 0.232 0.266 0.292 0.312 0.327 0.340 0.350 0.359 0.367 0.373 0.379

1,925 7 0.232 0.262 0.286 0.304 0.319 0.331 0.342 0.351 0.358 0.365 0.371

2,200 8 0.231 0.258 0.280 0.297 0.311 0.324 0.334 0.343 0.350 0.357 0.363

2,475 9 0.232 0.256 0.276 0.292 0.306 0.317 0.327 0.336 0.344 0.350 0.357

2,750 10 0.231 0.253 0.272 0.287 0.300 0.311 0.321 0.330 0.337 0.344 0.350

3,025 11 0.231 0.252 0.269 0.283 0.296 0.307 0.316 0.325 0.332 0.339 0.345

3,300 12 0.232 0.250 0.266 0.280 0.292 0.302 0.312 0.320 0.327 0.334 0.340

3,575 13 0.231 0.249 0.264 0.277 0.288 0.298 0.307 0.315 0.323 0.329 0.335

3,850 14 0.231 0.248 0.262 0.274 0.285 0.295 0.304 0.312 0.319 0.325 0.331

4,125 15 0.231 0.246 0.260 0.272 0.282 0.292 0.300 0.308 0.315 0.321 0.327

4,400 16 0.231 0.246 0.258 0.270 0.280 0.289 0.297 0.305 0.311 0.318 0.324
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(7) 再エネ供給率 

前項の通り Majuro 年間電力消費量は約 60,000MWh/y であり、これを用いて、再エネ発電量

(MWh/y)を割ることにより、再エネ供給率を算出した。 

 再エネ供給率(%) = 再エネ発電量 (MWh/y) ÷ 年間電力消費量(60,000MWh/y) × 100 

表 4.3.4-7 再エネ供給率 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.5 まとめ 

 以上のように、各断面において本プロジェクトにて供与した技術的検討手法を活用することにより、

「マ」国 C/P 自身で再エネ導入の適正化が図れるものと考える。また、本章にて述べている通り、「マ」

国における再エネ導入においては、既存発電所のメンテナンス体制の改善、それにより DEG の健全

化が図られることが何よりも重要である。このことは、再エネ導入の素地を作るだけではなく、燃料

消費率の改善や EDC 運用による燃料消費低減も実現可能であり、「マ」国の化石燃料依存度の低減に

繋がる。その環境において、現実的な再エネ導入を進めていくことで、「マ」国のエネルギー自給基

盤を形成することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

WT deployment PV deployment (kW)

kW Number 0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000

0 0 0.0% 2.0% 4.1% 6.1% 8.2% 10.2% 12.3% 14.3% 16.4% 18.4% 20.4%

275 1 1.9% 4.0% 6.0% 8.1% 10.1% 12.1% 14.2% 16.2% 18.3% 20.3% 22.4%

550 2 3.9% 5.9% 7.9% 10.0% 12.0% 14.1% 16.1% 18.2% 20.2% 22.3% 24.3%

825 3 5.8% 7.8% 9.9% 11.9% 14.0% 16.0% 18.0% 20.1% 22.1% 24.2% 26.2%

1,100 4 7.7% 9.8% 11.8% 13.8% 15.9% 17.9% 20.0% 22.0% 24.1% 26.1% 28.1%

1,375 5 9.6% 11.7% 13.7% 15.8% 17.8% 19.9% 21.9% 23.9% 26.0% 28.0% 30.1%

1,650 6 11.6% 13.6% 15.7% 17.7% 19.7% 21.8% 23.8% 25.9% 27.9% 30.0% 32.0%

1,925 7 13.5% 15.5% 17.6% 19.6% 21.7% 23.7% 25.8% 27.8% 29.8% 31.9% 33.9%

2,200 8 15.4% 17.5% 19.5% 21.5% 23.6% 25.6% 27.7% 29.7% 31.8% 33.8% 35.9%

2,475 9 17.3% 19.4% 21.4% 23.5% 25.5% 27.6% 29.6% 31.7% 33.7% 35.7% 37.8%

2,750 10 19.3% 21.3% 23.4% 25.4% 27.4% 29.5% 31.5% 33.6% 35.6% 37.7% 39.7%

3,025 11 21.2% 23.2% 25.3% 27.3% 29.4% 31.4% 33.5% 35.5% 37.6% 39.6% 41.6%

3,300 12 23.1% 25.2% 27.2% 29.3% 31.3% 33.3% 35.4% 37.4% 39.5% 41.5% 43.6%

3,575 13 25.1% 27.1% 29.1% 31.2% 33.2% 35.3% 37.3% 39.4% 41.4% 43.4% 45.5%

3,850 14 27.0% 29.0% 31.1% 33.1% 35.2% 37.2% 39.2% 41.3% 43.3% 45.4% 47.4%

4,125 15 28.9% 31.0% 33.0% 35.0% 37.1% 39.1% 41.2% 43.2% 45.3% 47.3% 49.3%

4,400 16 30.8% 32.9% 34.9% 37.0% 39.0% 41.1% 43.1% 45.1% 47.2% 49.2% 51.3%
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